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第97期 ( 2025年４月１日から 
2026年３月31日まで ) 附属明細書 

 
2026年５月18日作成  住所 東京都中央区八重洲２-10-17 
2026年６月５日備付  株式会社 商工組合中央金庫 
  代表取締役 関根 正裕 

  

１ 計算書類に関する事項 

 (1) 有形固定資産及び無形固定資産 (単位：百万円) 
 

資産の種類 
当 期 首 
残  高 

当  期 
増 加 額 

当  期 
減 少 額 

当  期 
償 却 額 

当 期 末 
残  高 

償  却 
累 計 額 

償  却 
累 計 率 
(注１) 

有形固定資産        

建物 12,337 521 539 1,239 11,081 59,520 84.30％ 

   (357)   (2,514)  

土地 20,633 － 1,397 － 19,235 5,709 22.88％ 

   (711)   (5,709)  

建設仮勘定 145 461 354 － 252 － － 

その他の有形固定資
産 

1,948 368 77 712 1,526 13,165 89.61％ 

   (－)   (284)  

有形固定資産計 35,065 1,351 2,369 1,951 32,095 78,395 70.95％ 

   (1,068)   (8,509)  

無形固定資産        

ソフトウェア 35,914 1,447 － 8,779 28,583 14,426 33.54％ 

   (－)   (1)  

その他の無形固定資
産 

522 1,287 269 0 1,540 183 10.64％ 

   (－)   (－)  

無形固定資産計 36,437 2,735 269 8,779 30,123 14,610 32.66％ 

   (－)   (1)  
 

(注) １．償却累計率は、取得価額に対する償却累計額の割合を記載しています。 
２．（ ）内は、減損会計に伴い帳簿価額を減額したものです。 

 

 (2) 債券発行高 (単位：百万円) 
 

債券の種類 当期首残高 当期末残高 当期増減（△）高 

利付債（10年債） 679,100 652,510 △26,590 

利付債（５年債） 1,809,790 1,763,340 △46,450 

利付債（３年債） 721,100 675,710 △45,390 

利付債（１年債） － 37,230 37,230 

合計 3,209,990 3,128,790 △81,200 

 うち政府引受 － － － 
 

(注) 政府保証債は発行しておりません。 
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 (3) 引当金 (単位：百万円) 
 

区  分 
当 期 首 
残  高 

当  期 
増 加 額 

当期減少額 
当 期 末 
残  高 

計上理由 
及び算定方法 目的使用 

その他 
(注) 

貸倒引当金 194,935 198,516 28,489 166,446 198,516  

 一般貸倒引当金 57,708 63,377 － 57,708 63,377  

 個別貸倒引当金 137,227 135,139 28,489 108,738 135,139  

賞与引当金 4,410 4,460 4,410 － 4,460  

役員退職慰労引当金 185 114 77 － 222  

睡眠債券払戻損失引当金 38,140 22,975 5,830 32,309 22,975  

計 237,670 226,066 38,806 198,756 226,174  
 

(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による取崩額166,446百万円であります。睡眠債

券払戻損失引当金の当期減少額（その他）は、洗替による取崩額32,309百万円であります。 

  

 (4) 資本金と準備金 (単位：百万円) 
 

区  分 当期首残高 当期末残高 当期増減（△）高 

資本金 218,653 218,653 － 

危機対応準備金 129,500 129,500 － 

特別準備金 400,811 400,811 － 

利益準備金 28,212 29,518 1,305 
 
 

 (5) 営業経費 (単位：百万円) 
 

区  分 金    額 

給料・手当 37,986 

退職給付費用 2,294 

福利厚生費 459 

減価償却費 10,730 

土地建物機械賃借料 4,651 

営繕費 1,470 

消耗品費 394 

給水光熱費 620 

旅費 640 

通信費 961 

広告宣伝費 762 

諸会費・寄付金・交際費 1,006 

租税公課 5,711 

その他 17,810 

計 85,500 
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２ 事業報告に関する事項 

 (1) 会社役員の兼職の状況 
 

事業報告に記載のとおりであります。 
 


